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抄録 

 
スポーツ健康部門のデジタル化を推進するために、従事者のデジタルトランスフォー

メーション（DX）人材化に向けた課題と今後の教育の方向性を検討することを目的に、

研究 1:オンライン運動プログラムの運営に関するアクションリサーチ（AR）と研究 2:
国内スポーツ健康施設の DX 現状調査を行った。 

研究 1 では、AR を通じてオンライン運動プログラムの企画・実施・評価に必要なデ

ジタルスキル（DS）を整理し、基本的な PC スマートフォンの使用、デジタルコンテン

ツの制作・管理、オンラインプラットフォームの管理・運用、オンラインでのコミュニ

ケーション、データ分析・管理・活用、コンプライアンス・セキュリティに関する知識

等、幅広い DS が実際のプログラム運営に不可欠であることを示した。 
研究 2 では、国内のスポーツ健康部門事業者を対象に DX の現状調査を行った。多く

の事業者が DX 取組中であるものの、DX 人材のビジョンの明確化、教育制度の整備が

課題であることが明らかとなった。また、事業者が DX 推進に期待する効果として、業

務の効率化、コスト削減、データに基づく意思決定が挙げられた。 
総合考察として研究 1、研究 2 の結果を統合した。スポーツ健康部門の DX 対応を推

進するためには、事業者が DX 化に期待する効果の実現に寄与する DS を DX 人材のビ

ジョンとして明示し、教育制度を整備していくことが必要であり、従事者もこれらの DS
を獲得・活用することが重要であると考える。 
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１．はじめに

身体活動不足は公衆衛生上の課題で

あり、「身体活動に関する世界行動計画

（ ）」では、必

要な政策措置として情報システムの構

築・強化やスポーツ健康部門従事者（従

事者）の能力強化を強調している 。特

に、新型コロナウイルス感染症による

行動制限を契機に、スポーツ健康部門

ではデジタル化の必要性が高まった 。

オンラインでの健康情報の配信や運動

プログラムの提供だけでなく、新規顧

客の開拓や既存顧客のロイヤリティの

向上、個人情報の管理やユーザーサポ

ート等においても幅広い業務において

デジタル化が課題となっている 。英

国ではスポーツ健康部門及び従事者の

デジタルトランスフォーメション（ ）

を推進するために、 年よりデジタ

ルマーケティングの教育支援 や、取

組状況に関する年次調査 を実施して

いる。

本邦においてもデジタル化が推進さ

れ、 の必要性が強調されている 。

経済産業省は 年にデジタルスキ

ル（ ）標準を発表し、全てのビジネス

パーソンが身につけるべき汎用的な

を定義し、今後は特定の産業や職種の

個別ニーズに応じた を適合してい

くことが必要と指摘している 。しか

し、スポーツ健康部門のデジタル化や

対応の現状を調査した国内の報告は

限定的である。また、従事者の を調

査した報告も限られており、スポーツ

健康部門の 教育の実態は不明であ

る。

本研究の目的は従事者の 人材化

に向けた課題と今後の 教育の方向

性を検討することである。

本研究のリサーチクエスチョン（ ）

は以下の通りである。

オンライン運動プログラムの企

画・実施・評価に必要な は何か

国内のスポーツ健康施設の 対

応の現状はどうなっているのか

従事者が獲得すべき は何か

２．方法

本研究は研究 オンライン運動プロ

グラムの運営に関するアクションリサ

ーチ（ ）と研究 国内スポーツ健康

施設の 現状調査で構成される。

））研研究究 アアククシショョンンリリササーーチチ

研研究究デデザザイインン

とは、目的の設定、実施計画の立

案・実施、評価の全プロセスにおいて、

研究者と現場のステークホルダー（ ）

がともに研究に参画し、互いの了解に

よる意思決定をしながら、より公正で

持続可能または転用可能性の高い成果

を生み出す研究手法である 。本研究

において研究者はプロジェクト全体の

マネジメントを担った。必要に応じて

間の調整、コンテンツ制作、運営サ

ポート、アンケート評価等を と協働

で行い、プロジェクトの全プロセスに

関与した。

対対象象エエリリアアおおよよびび研研究究ププロロセセスス

研究 の対象エリアは、神奈川県横
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浜市港北区と藤沢市であった。同エリ

アでは新型コロナウイルス感染症に伴

う行動制限をきっかけに、自宅でも実

施可能なオンライン運動プログラム

「オンラインラジオ体操」を官学連携

で実施してきた（港北区 年 、

年 、 年 、藤沢市 年 ）。

オンラインラジオ体操は慶應義塾大

学と港北区の連携協定に基づき

年に始まった。運営の中心となったの

は、大学と連携し地域の子供たちへ運

動指導を行うスポーツ団体であった。

当初の目的は、コロナ禍の子供たちや

地域住民に運動機会を提供するととも

に、オンライン運動プログラムの実現

可能性について検証することであった。

実施時期によって開催期間は ～ 日

であったが、毎朝 時 分から約

分程度、運動と学びのプログラムをオ

ンライン会議ツールの 上で提供

し、 にも同時配信した。

プログラムの基本構成は以下の通りで

ある。

・地元プロスポーツ等の出演（数分間、

チーム紹介やゲストトーク）

・ラジオ体操第一第二（お手本動画を

見ながら体操を実施）

・スポーツや運動に関するミニクイズ

・オリジナル体操（毎回異なる 分程

度のコーディネーショントレーニング）

・ひらがなラリー（毎回発表する 文

字を集めキーワードを完成し抽選に応

募する企画）

参加募集はエリア内の公立小学校全

学童に申込 サイトの コードを

印刷したチラシを配布した。大学や自

治体の や でも広報した。

年以降は研究者も継続参画し、ミニク

イズではスポーツと の関わりを

テーマに扱った。 年には藤沢市へ

横展開し、他自治体での転用可能性を

評価した。 年は新型コロナウイル

ス感染症の 類感染症移行を契機に、

オンライン運動プログラムの今後のあ

り方や価値を再検討する時期にあった。

デデーータタ収収集集とと分分析析

本研究の分析範囲は 年オンラ

インラジオ体操を対象とした。 年

月 日～ 日に港北区 と藤沢市

共同で実施した。新たな試みとしてリ

アル会場でのラジオ体操（リアルイベ

ント）を 日間、オンラインと並行し

てハイブリッド開催した。

運営側から収集したデータは、

年オンラインラジオ体操に関連したプ

ロジェクト会議の議事録やイベントの

企画運営上必要な制作物（企画書、運

営マニュアル、広報物、お手本動画）、

アナリティクスである。議事録

は研究者が作成し、運営メンバーと解

釈に齟齬がないか確認をとった。

参加者から収集したデータとして、

イベント終了後、参加保護者へオンラ

インアンケートにて回答を得た良かっ

た点・改善点を評価した。

データの分析と解釈については、共

同研究者や と共有・確認を行いつつ

進め、デジタルスキル標準の リテラ

シー標準を参考にイベントの企画・実

施・評価に必要な を整理した。

））研研究究 ススポポーーツツ健健康康施施設設のの 調調査査

研究 において は業務のデジタ

ル化（デジタイゼーション）、フロープ

ロセスのデジタル化（デジタライゼー

ション）も含む広義のデジタル化と定

義した。

研研究究デデザザイインン

横断研究

研研究究対対象象

一般社団法人日本スイミングクラブ

協会に加盟する事業者 社を対象に

アンケート依頼文を 年 月に郵

送し、システム部門・管理部門または

人材育成担当者からオンラインで回答

を得た。

評評価価項項目目

評価項目は全産業に対して実施され

た 調査の項目を参考にした 。施

設情報として、従業員数、スポーツ施

設の保有設備｛プール、トレーニング

ジム、スタジオ｝、利用者の年齢層｛未

成年中心、未成年及び 代以上、 代

以上中心、全年代｝。 取組状況として、

の理解度｛理解している・ある程度

理解している、どちらともいえない・

わからない、あまり理解していない・

理解していない｝、 の必要性｛必要で

ある・ある程度必要である、どちらと

もいえない・わからない、あまり必要

でない・必要でない｝、 の取組状況お

よび進捗状況｛わからない、アナログ、

デジタイゼーション、デジタライゼー

ション、 ｝、既に に取組んでいる

場合は取組内容を評価した。また、

に期待する効果｛業務の効率化、コス

トの削減、データに基づく意思決定、

既存製品・サービスの価値向上、ビジ

ネスモデルの変革、多様な働き方の実

現、新規顧客の開拓、顧客ロイヤリテ

ィの向上、企業文化や組織マインドの

変革、新製品・サービスの創出｝、 に

取り組む際の課題｛ 人材不足、 人

材不足、予算の確保、成果が見えない、

着手が難しい、企業文化がない、経営

者の意識、情報セキュリティ、ロード

マップがない｝についても評価した。

人材の育成に関しては、経営者の関

与の有無、求める 人材のビジョンの

有無、 人材の教育評価制度の有無を

評価した。

分分析析

統計解析は

を用いた。 取組中（ 群）と 未実

施（ 群）に分けχ二乗検定を行った。

統計学的有意水準は とした。

））倫倫理理的的配配慮慮

本研究（研究 、研究 ）は慶應義塾

大学スポーツ医学研究センター研究倫

理審査委員会の承認（承認番号

）を得て行った。

研究 では に対して、研究目的、

研究方法、倫理的配慮、個人情報保護

について書面および口頭にて説明し、

口頭にて同意を得た。研究 オンライ

ンアンケート対象者には、イベント参

加者管理システムのメッセージ配信に

て、アンケートを依頼した。アンケー

トフォームに回答の研究利用及び個人
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・ラジオ体操第一第二（お手本動画を

見ながら体操を実施）

・スポーツや運動に関するミニクイズ

・オリジナル体操（毎回異なる 分程

度のコーディネーショントレーニング）

・ひらがなラリー（毎回発表する 文

字を集めキーワードを完成し抽選に応

募する企画）

参加募集はエリア内の公立小学校全

学童に申込 サイトの コードを

印刷したチラシを配布した。大学や自

治体の や でも広報した。

年以降は研究者も継続参画し、ミニク

イズではスポーツと の関わりを

テーマに扱った。 年には藤沢市へ

横展開し、他自治体での転用可能性を

評価した。 年は新型コロナウイル

ス感染症の 類感染症移行を契機に、

オンライン運動プログラムの今後のあ

り方や価値を再検討する時期にあった。

デデーータタ収収集集とと分分析析

本研究の分析範囲は 年オンラ

インラジオ体操を対象とした。 年

月 日～ 日に港北区 と藤沢市

共同で実施した。新たな試みとしてリ

アル会場でのラジオ体操（リアルイベ

ント）を 日間、オンラインと並行し

てハイブリッド開催した。

運営側から収集したデータは、

年オンラインラジオ体操に関連したプ

ロジェクト会議の議事録やイベントの

企画運営上必要な制作物（企画書、運

営マニュアル、広報物、お手本動画）、

アナリティクスである。議事録

は研究者が作成し、運営メンバーと解

釈に齟齬がないか確認をとった。

参加者から収集したデータとして、

イベント終了後、参加保護者へオンラ

インアンケートにて回答を得た良かっ

た点・改善点を評価した。

データの分析と解釈については、共

同研究者や と共有・確認を行いつつ

進め、デジタルスキル標準の リテラ

シー標準を参考にイベントの企画・実

施・評価に必要な を整理した。

））研研究究 ススポポーーツツ健健康康施施設設のの 調調査査

研究 において は業務のデジタ

ル化（デジタイゼーション）、フロープ

ロセスのデジタル化（デジタライゼー

ション）も含む広義のデジタル化と定

義した。

研研究究デデザザイインン

横断研究

研研究究対対象象

一般社団法人日本スイミングクラブ

協会に加盟する事業者 社を対象に

アンケート依頼文を 年 月に郵

送し、システム部門・管理部門または

人材育成担当者からオンラインで回答

を得た。

評評価価項項目目

評価項目は全産業に対して実施され

た 調査の項目を参考にした 。施

設情報として、従業員数、スポーツ施

設の保有設備｛プール、トレーニング

ジム、スタジオ｝、利用者の年齢層｛未

成年中心、未成年及び 代以上、 代

以上中心、全年代｝。 取組状況として、

の理解度｛理解している・ある程度

理解している、どちらともいえない・

わからない、あまり理解していない・

理解していない｝、 の必要性｛必要で

ある・ある程度必要である、どちらと

もいえない・わからない、あまり必要

でない・必要でない｝、 の取組状況お

よび進捗状況｛わからない、アナログ、

デジタイゼーション、デジタライゼー

ション、 ｝、既に に取組んでいる

場合は取組内容を評価した。また、

に期待する効果｛業務の効率化、コス

トの削減、データに基づく意思決定、

既存製品・サービスの価値向上、ビジ

ネスモデルの変革、多様な働き方の実

現、新規顧客の開拓、顧客ロイヤリテ

ィの向上、企業文化や組織マインドの

変革、新製品・サービスの創出｝、 に

取り組む際の課題｛ 人材不足、 人

材不足、予算の確保、成果が見えない、

着手が難しい、企業文化がない、経営

者の意識、情報セキュリティ、ロード

マップがない｝についても評価した。

人材の育成に関しては、経営者の関

与の有無、求める 人材のビジョンの

有無、 人材の教育評価制度の有無を

評価した。

分分析析

統計解析は

を用いた。 取組中（ 群）と 未実

施（ 群）に分けχ二乗検定を行った。

統計学的有意水準は とした。

））倫倫理理的的配配慮慮

本研究（研究 、研究 ）は慶應義塾

大学スポーツ医学研究センター研究倫

理審査委員会の承認（承認番号

）を得て行った。

研究 では に対して、研究目的、

研究方法、倫理的配慮、個人情報保護

について書面および口頭にて説明し、

口頭にて同意を得た。研究 オンライ

ンアンケート対象者には、イベント参

加者管理システムのメッセージ配信に

て、アンケートを依頼した。アンケー

トフォームに回答の研究利用及び個人
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日時 プロセス 会議 アクション デジタルスキル

基本的なPC・スマートフォン操作
ワード等での書類作成
電子メールや通信アプリでの連絡
オンライン会議ツールでのコミュニケーション

2023年
3月31日

目的の設定 運営MTG① 年度の報告書を確認し、良かった点と改善点を共
有。 年度もオンラインラジオ体操を実施することを
決定した。

データに基づく仮説・目的設定 

4月25日 目的の設定 運営MTG② 年度の運営メンバーの顔合わせを行った。企画の方
向性を討議し、今後のスケジュール、全体の予算、役割
分担の確認した。新型コロナウイルス感染症 類移行を
契機に、リアルイベント開催を検討するとともに、オン
ラインプログラムの価値についても再検討することとし
た。

5月23日 実施計画の立案 運営MTG③ 予算書を作成し、開催方法（オンラインおよびリアルイ
ベント 月 日と 日）、ゲスト候補、チラシ枚数・納品
形態、企画案の確認し、企画概要を確定した。
Webサイト、チラシ作成を業者に依頼した。

Webサイト・広報物データの作成・発注
Webサイトの管理・運営
広報物データの印刷手配
エクセル等での表計算・予算管理

5月末～
6月上旬

実施計画の立案 小学校への
配布申請

公立小学校へのチラシ配布許可を得るため、教育委員会
および校長会へ企画書、チラシ原稿を提出した。
6月下旬~7月上旬にチラシ配布承認が通知された。

6月12日 実施計画の立案 リアルイベント運
営MTG①

月 日リアルイベント会場の使用許可を得るために提出
が必要な企画書、使用許可申請書、決裁権者への事前説
明を確認した。使用調整会を経て 月中旬に使用許可が
承認された。

レイアウトや緊急対応フロー等の図表の作成

6月23日 実施計画の立案 リアルイベント運
営MTG②

月 日の会場レイアウト、開催日時、プログラム内容、
実施主体、運営体制を確認、要調整部門との折衝を実施
し、リアルイベントの企画案を確定した。

ハイブリッド会議の運営・物品手配
（Ex.音声映像の入出力管理、
必要な機器・通信・電源の確保、
短時間での機器設定等）

6月27日 計画の実施：準備 運営MTG④ チラシ・ サイトの修正、イベント管理サイトの構
築、広報計画および参加者申込み開始日時の確認、各日
のゲスト・テーマの調整、プレゼント内容の確認した。
また 月 日リアルイベントの会場レイアウト・準備物・
担当・進行表の確認を行った。
ラジオ体操のお手本動画の制作が決定した。

参加者管理システムの管理・運営
情報セキュリティに関する知識
個人情報保護に関する知識
運動動画の企画

7月5日 計画の実施：準備 運営MTG⑤ オンラインラジオ体操の進行を担う主要メンバーにて、
オペレーション、タイムテーブル、役割分担、準備物の
確認を行った。

会議主催者としてオンライン会議ツールの使用
（Ex.参加者入室管理、画面共有での動画再
生、強制ミュート・ビデオオフ、
YouTubeLiveへの配信、チャット運営、
ユーザーのピン留め等）
YouTubeの管理・運営

7月6日 計画の実施：準備 ラジオ体操
お手本動画撮影

ラジオ体操お手本動画を撮影、編集した。 運動動画の撮影・編集

7月12日 計画の実施：準備 リアルイベント運
営MTG③

月 日リアルイベント準備物・担当・進行表を確認し
た。会場管理側から参加者管理および当日の安全管理に
ついて入念な準備の指示があった。

安全管理に関する正確な最新情報の検索

7月13日 計画の実施：広報 広報開始 参加申込の受付を開始した。
サイト・参加者管理システムを公開し、小学校への

チラシ配布、市イベント等でのチラシ配布、施設での配
架、過去参加者へのイベント管理サイトから通知、
での広報、市公式 での告知、大学からの 広告を
行った。また、ゲストの ともコラボレーションして
発信した。

SNSの管理・運用・コミュニケーション
画像の加工・編集
オンライン広告の管理・運用
コンプライアンス・著作権に関する知識

7月20日 計画の実施：準備 オンライン運営
リハーサル

オンラインラジオ体操の進行を担う主要メンバーにて、
オペレーション、タイムテーブル、役割分担、音声映像
の動作確認を行った。また、リアルイベント開催時のリ
アル・オンライン間の連携についても確認した。当日の
運営マニュアルを確定した。

パワーポイント等での発表スライド作成
クラウドストレージ等でのファイル共有

7月25日 計画の実施：準備 運営MTG⑥ オンライン・ 月 日リアルイベントの集客・準備状況を
確認し、8月3日リアルイベントの最終確認を行った。
参加者へのアンケート項目を確認した。

オンラインアンケートフォームの管理・運用

7月27日 計画の実施：準備 リアルイベント運
営MTG④

月 日リアルイベントの集客・準備状況、運営最終確
認、アンケートの確認

7月28日 計画の実施：運営 参加者への
最終案内

参加者へ会議 、注意事項、お手本動画 を参加者ト
管理システムから送信した。

参加者の環境に応じたサポート
（Ex.通信トラブルへの対処、
PC・スマートフォンの使用方法、
オンライン会議ツールの使用方法等）

8月1～5日 計画の実施：運営 オンライン
ラジオ体操開催

計画通りにプログラムを実施した。
SNSで日次報告の投稿をした。

運営トラブルの即時対処
Ex.通信トラブル、動画音声トラブル

8月3・5日 計画の実施：運営 リアルイベント開
催

前日夜に天候判断を行った（天気の急変時は当日4時判
断予定であった）。予定通り開催する旨をWebサイトに
掲載した。
リアルとオンラインのハイブリッドで実施した。冒頭で
は、リアルとオンライン間で対話し、リアルイベントの
雰囲気をオンライン参加者に届けた。

リモートでのWebサイト更新
スマートフォンでのオンライン会議ツール使用

8月7日 評価 アンケート送付 参加者へオンラインアンケートを参加者管理システムか
ら送信した。

8月下旬 評価 アンケート分析 アンケート結果をダウンロード、データクリーニング
し、分析した。

基礎的なデータ管理と統計処理
データの解釈および説明（可視化・言語化）

8月22日 評価 運営MTG⑦ 当日の運営やアンケート結果をもとに、運営上の良かっ
た点・改善点を振り返り、次回への引継ぎ事項を整理し
た。

データに基づく議論と評価

9月6日 評価 リアルイベント運
営MTG⑤

当日の運営やアンケート結果をもとに、運営上の良かっ
た点・改善点を振り返り、次回への引継ぎ事項を整理し
た。

データに基づく議論と評価

2024年
2月～3月

評価 運営MTG⑧ 2023年度の報告書を確認し、良かった点と改善点を共
有。2024年度もオンラインラジオ体操を実施することを
決定した。

YouTubeアナリティクスの分析

オンライン会議に参加するための基礎的なスキル

表1　2023年度オンラインラジオ体操のプロセスと必要なデジタルスキル
情報の保護についての説明を明記し、

回答をもって同意を得た。研究 につ

いては、郵送にてアンケートを依頼し

た。アンケートフォームには詳細な研

究内容、倫理的配慮、個人情報保護に

ついて説明を明記し、回答をもって同

意を得た。

３．結果と考察

））研研究究

年度オンラインラジオ体操に関連

し、運営 を 回、リアルイベント

に特化した運営 を 回実施した。

の主題は目的の設定、実施計画の立

案、計画の実施（広報、準備、運営）、

評価の順に推移した。

各プロセスで行ったアクションと各ア

クションに必要な を整理した（表 ）。

＜目的の設定＞

年のアンケートを確認し、良か

った点と改善点を共有した。 年度

は①オンラインとリアル、双方の利点

を活かした身体活動推進②集合型早朝

ラジオ体操を子供たちが体験する機会

の創出③子供・子育て世代への持続可

能な身体活動プログラムの開発を目的

として設定した。

｛データに基づく仮説・目的設定｝

＜実施計画の立案＞

間で予算、運営体制、リアルイベ

ントの会場、広報等の計画を協議し、

詳細な企画書を作成した。納期のかか

る広報物については業者へ依頼した。

｛ での表計算・予算管理、 サ

イト・広報物の作成・発注、 サイト

の管理・運営、広報物データの印刷手

配、 での図表の作成、ハイブリッド

会議の運営・物品手配｝

＜計画の実施：準備＞

企画書に基づき、 間で役割分担し

運営に必要なシステムを構築し、機器

の動作確認をしたうえで運営マニュア

ルをオンライン用とリアルイベント用

にそれぞれ作成した。また、お手本動

画やクイズ資料などのコンテンツも制

作し、 間で共有した。

｛参加者管理システムの管理・運営、

情報セキュリティに関する知識、個人

情報保護に関する知識、オンラインア

ンケートの管理・運用、オンライン会

議主催者としてのツール管理、

チャンネルの管理・運営、運動動画の

企画・撮影・編集、正確な最新情報の検

索、 での発表スライド作成、クラウ

ドストレージ等でのファイル共有｝

＜計画の実施：広報＞

紙媒体の広報だけでなく、 がそれ

ぞれ管理する サイトやソーシャル

ネットワーキングサービス（ ）にて

情報発信した。またプロスポーツチー

ムの とも連携した発信やオンライ

ン広告も活用した。

｛ の管理・運用、画像の加工・編

集、オンライン広告の管理・運用、コン

プライアンス・著作権に関する知識｝

＜計画の実施：運営＞

運営マニュアルに基づき、オンライ

ン・リアルイベントとも大きなトラブ

ルなく実施した。リアルイベントは前

日夜に天候判断を行い、予定通り開催
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日時 プロセス 会議 アクション デジタルスキル

基本的なPC・スマートフォン操作
ワード等での書類作成
電子メールや通信アプリでの連絡
オンライン会議ツールでのコミュニケーション

2023年
3月31日

目的の設定 運営MTG① 年度の報告書を確認し、良かった点と改善点を共
有。 年度もオンラインラジオ体操を実施することを
決定した。

データに基づく仮説・目的設定 

4月25日 目的の設定 運営MTG② 年度の運営メンバーの顔合わせを行った。企画の方
向性を討議し、今後のスケジュール、全体の予算、役割
分担の確認した。新型コロナウイルス感染症 類移行を
契機に、リアルイベント開催を検討するとともに、オン
ラインプログラムの価値についても再検討することとし
た。

5月23日 実施計画の立案 運営MTG③ 予算書を作成し、開催方法（オンラインおよびリアルイ
ベント 月 日と 日）、ゲスト候補、チラシ枚数・納品
形態、企画案の確認し、企画概要を確定した。
Webサイト、チラシ作成を業者に依頼した。

Webサイト・広報物データの作成・発注
Webサイトの管理・運営
広報物データの印刷手配
エクセル等での表計算・予算管理

5月末～
6月上旬

実施計画の立案 小学校への
配布申請

公立小学校へのチラシ配布許可を得るため、教育委員会
および校長会へ企画書、チラシ原稿を提出した。
6月下旬~7月上旬にチラシ配布承認が通知された。

6月12日 実施計画の立案 リアルイベント運
営MTG①

月 日リアルイベント会場の使用許可を得るために提出
が必要な企画書、使用許可申請書、決裁権者への事前説
明を確認した。使用調整会を経て 月中旬に使用許可が
承認された。

レイアウトや緊急対応フロー等の図表の作成

6月23日 実施計画の立案 リアルイベント運
営MTG②

月 日の会場レイアウト、開催日時、プログラム内容、
実施主体、運営体制を確認、要調整部門との折衝を実施
し、リアルイベントの企画案を確定した。

ハイブリッド会議の運営・物品手配
（Ex.音声映像の入出力管理、
必要な機器・通信・電源の確保、
短時間での機器設定等）

6月27日 計画の実施：準備 運営MTG④ チラシ・ サイトの修正、イベント管理サイトの構
築、広報計画および参加者申込み開始日時の確認、各日
のゲスト・テーマの調整、プレゼント内容の確認した。
また 月 日リアルイベントの会場レイアウト・準備物・
担当・進行表の確認を行った。
ラジオ体操のお手本動画の制作が決定した。

参加者管理システムの管理・運営
情報セキュリティに関する知識
個人情報保護に関する知識
運動動画の企画

7月5日 計画の実施：準備 運営MTG⑤ オンラインラジオ体操の進行を担う主要メンバーにて、
オペレーション、タイムテーブル、役割分担、準備物の
確認を行った。

会議主催者としてオンライン会議ツールの使用
（Ex.参加者入室管理、画面共有での動画再
生、強制ミュート・ビデオオフ、
YouTubeLiveへの配信、チャット運営、
ユーザーのピン留め等）
YouTubeの管理・運営

7月6日 計画の実施：準備 ラジオ体操
お手本動画撮影

ラジオ体操お手本動画を撮影、編集した。 運動動画の撮影・編集

7月12日 計画の実施：準備 リアルイベント運
営MTG③

月 日リアルイベント準備物・担当・進行表を確認し
た。会場管理側から参加者管理および当日の安全管理に
ついて入念な準備の指示があった。

安全管理に関する正確な最新情報の検索

7月13日 計画の実施：広報 広報開始 参加申込の受付を開始した。
サイト・参加者管理システムを公開し、小学校への

チラシ配布、市イベント等でのチラシ配布、施設での配
架、過去参加者へのイベント管理サイトから通知、
での広報、市公式 での告知、大学からの 広告を
行った。また、ゲストの ともコラボレーションして
発信した。

SNSの管理・運用・コミュニケーション
画像の加工・編集
オンライン広告の管理・運用
コンプライアンス・著作権に関する知識

7月20日 計画の実施：準備 オンライン運営
リハーサル

オンラインラジオ体操の進行を担う主要メンバーにて、
オペレーション、タイムテーブル、役割分担、音声映像
の動作確認を行った。また、リアルイベント開催時のリ
アル・オンライン間の連携についても確認した。当日の
運営マニュアルを確定した。

パワーポイント等での発表スライド作成
クラウドストレージ等でのファイル共有

7月25日 計画の実施：準備 運営MTG⑥ オンライン・ 月 日リアルイベントの集客・準備状況を
確認し、8月3日リアルイベントの最終確認を行った。
参加者へのアンケート項目を確認した。

オンラインアンケートフォームの管理・運用

7月27日 計画の実施：準備 リアルイベント運
営MTG④

月 日リアルイベントの集客・準備状況、運営最終確
認、アンケートの確認

7月28日 計画の実施：運営 参加者への
最終案内

参加者へ会議 、注意事項、お手本動画 を参加者ト
管理システムから送信した。

参加者の環境に応じたサポート
（Ex.通信トラブルへの対処、
PC・スマートフォンの使用方法、
オンライン会議ツールの使用方法等）

8月1～5日 計画の実施：運営 オンライン
ラジオ体操開催

計画通りにプログラムを実施した。
SNSで日次報告の投稿をした。

運営トラブルの即時対処
Ex.通信トラブル、動画音声トラブル

8月3・5日 計画の実施：運営 リアルイベント開
催

前日夜に天候判断を行った（天気の急変時は当日4時判
断予定であった）。予定通り開催する旨をWebサイトに
掲載した。
リアルとオンラインのハイブリッドで実施した。冒頭で
は、リアルとオンライン間で対話し、リアルイベントの
雰囲気をオンライン参加者に届けた。

リモートでのWebサイト更新
スマートフォンでのオンライン会議ツール使用

8月7日 評価 アンケート送付 参加者へオンラインアンケートを参加者管理システムか
ら送信した。

8月下旬 評価 アンケート分析 アンケート結果をダウンロード、データクリーニング
し、分析した。

基礎的なデータ管理と統計処理
データの解釈および説明（可視化・言語化）

8月22日 評価 運営MTG⑦ 当日の運営やアンケート結果をもとに、運営上の良かっ
た点・改善点を振り返り、次回への引継ぎ事項を整理し
た。

データに基づく議論と評価

9月6日 評価 リアルイベント運
営MTG⑤

当日の運営やアンケート結果をもとに、運営上の良かっ
た点・改善点を振り返り、次回への引継ぎ事項を整理し
た。

データに基づく議論と評価

2024年
2月～3月

評価 運営MTG⑧ 2023年度の報告書を確認し、良かった点と改善点を共
有。2024年度もオンラインラジオ体操を実施することを
決定した。

YouTubeアナリティクスの分析

オンライン会議に参加するための基礎的なスキル

表1　2023年度オンラインラジオ体操のプロセスと必要なデジタルスキル
情報の保護についての説明を明記し、

回答をもって同意を得た。研究 につ

いては、郵送にてアンケートを依頼し

た。アンケートフォームには詳細な研

究内容、倫理的配慮、個人情報保護に

ついて説明を明記し、回答をもって同

意を得た。

３．結果と考察

））研研究究

年度オンラインラジオ体操に関連

し、運営 を 回、リアルイベント

に特化した運営 を 回実施した。

の主題は目的の設定、実施計画の立

案、計画の実施（広報、準備、運営）、

評価の順に推移した。

各プロセスで行ったアクションと各ア

クションに必要な を整理した（表 ）。

＜目的の設定＞

年のアンケートを確認し、良か

った点と改善点を共有した。 年度

は①オンラインとリアル、双方の利点

を活かした身体活動推進②集合型早朝

ラジオ体操を子供たちが体験する機会

の創出③子供・子育て世代への持続可

能な身体活動プログラムの開発を目的

として設定した。

｛データに基づく仮説・目的設定｝

＜実施計画の立案＞

間で予算、運営体制、リアルイベ

ントの会場、広報等の計画を協議し、

詳細な企画書を作成した。納期のかか

る広報物については業者へ依頼した。

｛ での表計算・予算管理、 サ

イト・広報物の作成・発注、 サイト

の管理・運営、広報物データの印刷手

配、 での図表の作成、ハイブリッド

会議の運営・物品手配｝

＜計画の実施：準備＞

企画書に基づき、 間で役割分担し

運営に必要なシステムを構築し、機器

の動作確認をしたうえで運営マニュア

ルをオンライン用とリアルイベント用

にそれぞれ作成した。また、お手本動

画やクイズ資料などのコンテンツも制

作し、 間で共有した。

｛参加者管理システムの管理・運営、

情報セキュリティに関する知識、個人

情報保護に関する知識、オンラインア

ンケートの管理・運用、オンライン会

議主催者としてのツール管理、

チャンネルの管理・運営、運動動画の

企画・撮影・編集、正確な最新情報の検

索、 での発表スライド作成、クラウ

ドストレージ等でのファイル共有｝

＜計画の実施：広報＞

紙媒体の広報だけでなく、 がそれ

ぞれ管理する サイトやソーシャル

ネットワーキングサービス（ ）にて

情報発信した。またプロスポーツチー

ムの とも連携した発信やオンライ

ン広告も活用した。

｛ の管理・運用、画像の加工・編

集、オンライン広告の管理・運用、コン

プライアンス・著作権に関する知識｝

＜計画の実施：運営＞

運営マニュアルに基づき、オンライ

ン・リアルイベントとも大きなトラブ

ルなく実施した。リアルイベントは前

日夜に天候判断を行い、予定通り開催
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する旨を サイトに掲載した。リア

ル・オンライン間の対話もスムーズに

実現し、リアルイベントの雰囲気をオ

ンライン参加者に届けることが出来た。

｛参加者の環境に応じたサポート、

運営トラブルの即時対処、リモートで

の サイト更新、スマートフォンで

のオンライン会議ツールの使用｝

＜評価＞

日の平均参加者数は 参加

アカウント、 視聴回数 回

であった。親子 人での参加と仮定す

ると 日平均 人程度であった。

参加者のアンケート結果をもとに運

営上の良かった点・改善点を検証した

（表 、 ）。そして、 間で企画段階

から評価までの振り返りを行い、次回

への引継ぎ事項をまとめた 年 月

にお手本動画の アナリティク

スを分析し共有した（図 ）。

｛基礎的なデータ管理と統計処理、

データの解釈・説明、データに基づく

議論と評価、 アナリティクスの

分析｝

研究 の考察として、身体活動推進

においてオンラインとリアル双方の利

点を活かすためには、幅広い が必要

となる可能性がある。特にハイブリッ

ドで実施する際には、オンラインイベ

ントとリアルイベント双方の と経

験が必要と考えられる。リアルイベン

ト開催により、子供たちが集会型のラ

ジオ体操を体験する機会を創出したが、

月 日は参加者が親子 人と少なか

った。リアルイベント参加条件を保護

者同伴としており、会場が家から遠い

ことや、仕事のある平日開催であった

ことが参加の障壁となった可能性があ

る。一方、土曜開催であった 月 日

は親子 人が参加した。曜日以外の要

表2　2023年オンラインラジオ体操の良かった点

良かった点

時間帯（6:30開始）

ラジオ体操

クイズ

オリジナル体操

カタカナラリー

ゲスト参加

*子供と大人の双方に質問し、複数回答可の設問

表3　良かった点（自由記述）をカテゴリー化
地域でラジオ体操が実施していない
地域でのラジオ体操より手軽に参加しやすい
雨でも、コロナ禍でも、家でも、遠方でも参加できる
多様性に配慮していて誰でも参加しやすい
日替わりの豪華なゲスト
ラジオ体操第1第2を覚え、実施する機会
テーマ性のある日替わりのオリジナル体操
子供にも分かりやすく気付きを得られる講義・クイズ
カタカナを集めて抽選に応募するゲーム性
早寝早起きの生活習慣につながる早朝開催
イベントに参加しているライブ感
長すぎず短すぎない丁度良い時間
朝から明るく爽やかで有意義な1日のスタート
運営スタッフからの声掛けと双方向のコミュニケーション
知り合いと一緒に参加できる仲間意識
ゲストから感じる地域の一体感
親子参加で家族コミュニケーションの機会

オンラインの利便性

多様なコンテンツ

早朝リアルタイム

運営参加者の一体感

因として、イベント最終日であり周知

期間が長かったこと、オンラインラジ

オ体操参加者の一体感が醸成されてい

たこと、会場が普段は入れない大学グ

ランドで特別感があったこと、オンラ

インラジオ体操参加者数が港北区と藤

沢市で均等でなかったことも要因とし

て考えられる。子供・子育て世代への

持続可能な身体活動プログラムの開発

という点では、制作したお手本動画が

イベント終了後も活用され、 万回再

生を超えている（ 年 月時点） 。

アナリティクスによると、幅広い地域

の幅広い年代に視聴され、リピーター

も獲得している。本動画は専門家によ

る実演・解説入りであり、今後もエリ

アを問わず様々な場面で活用される可

能性が高い。

））研研究究

回答を得た 社（ 群 社、 群

社）を分析対象とした。回答率 で

あった（表 ）。従業員 人以下：

社、 人～ 人： 社、 人以上：

社であった。スポーツ施設の設備に

ついては、プール保有が 社（ ）、

トレーニングジム 社（ ）、スタ

ジオ 社（ ）であった。利用者

の年齢層は未成年中心 社（ ）、

未成年及び 代以上が 社（ ）、

代以上中心が 社（ ）、全年代が

社（ ）であった。

理解度のうち理解している・ある

程度理解していると回答したのは

社｛ 群 社（ ）、群 社（ ）｝、

どちらともいえない・わからないは

社｛ 社（ ）、 社（ ）｝、

あまり理解していない・理解していな

い 社｛ 社（ ）、 社（ ）｝

であった（ ）。 の必要性は必

要だと思う・ある程度必要だと思うと

回答したのは 社｛ 社（ ）、

社（ ）｝であった（ ）。経

営者の関与があったのは 社｛ 社

、 社（ ）｝（ ）。

求める 人材ビジョンが明確であっ

たのは 社｛ 社 、 社 ｝

（ ）。教育制度があると回答し

たのは、 社｛ 社（ ）、 社

（ ）｝（ ）。人材評価制度

があるまたは検討中と回答したのは

社｛ 社（ ）、 社（ ）｝（

）であった。 に期待する効果と

して業務効率化（ ）、コスト削減

（ ）、データ経営（ ）、既存サ

ービスの価値向上（ ％）であった。

推進の課題として両群で 人材不

足（ ）、予算不足（ ）が挙げ

られた（表 ）。

群では 人材不足（ ）、 群

では着手が難しい（ ）、経営者の

意識（ ）と群によって特徴があっ

た。取組内容としてはホームページ図 アナリティクス
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する旨を サイトに掲載した。リア

ル・オンライン間の対話もスムーズに

実現し、リアルイベントの雰囲気をオ

ンライン参加者に届けることが出来た。

｛参加者の環境に応じたサポート、

運営トラブルの即時対処、リモートで

の サイト更新、スマートフォンで

のオンライン会議ツールの使用｝

＜評価＞

日の平均参加者数は 参加

アカウント、 視聴回数 回

であった。親子 人での参加と仮定す

ると 日平均 人程度であった。

参加者のアンケート結果をもとに運

営上の良かった点・改善点を検証した

（表 、 ）。そして、 間で企画段階

から評価までの振り返りを行い、次回

への引継ぎ事項をまとめた 年 月

にお手本動画の アナリティク

スを分析し共有した（図 ）。

｛基礎的なデータ管理と統計処理、

データの解釈・説明、データに基づく

議論と評価、 アナリティクスの

分析｝

研究 の考察として、身体活動推進

においてオンラインとリアル双方の利

点を活かすためには、幅広い が必要

となる可能性がある。特にハイブリッ

ドで実施する際には、オンラインイベ

ントとリアルイベント双方の と経

験が必要と考えられる。リアルイベン

ト開催により、子供たちが集会型のラ

ジオ体操を体験する機会を創出したが、

月 日は参加者が親子 人と少なか

った。リアルイベント参加条件を保護

者同伴としており、会場が家から遠い

ことや、仕事のある平日開催であった

ことが参加の障壁となった可能性があ

る。一方、土曜開催であった 月 日

は親子 人が参加した。曜日以外の要

表2　2023年オンラインラジオ体操の良かった点

良かった点

時間帯（6:30開始）

ラジオ体操

クイズ

オリジナル体操

カタカナラリー

ゲスト参加

*子供と大人の双方に質問し、複数回答可の設問

表3　良かった点（自由記述）をカテゴリー化
地域でラジオ体操が実施していない
地域でのラジオ体操より手軽に参加しやすい
雨でも、コロナ禍でも、家でも、遠方でも参加できる
多様性に配慮していて誰でも参加しやすい
日替わりの豪華なゲスト
ラジオ体操第1第2を覚え、実施する機会
テーマ性のある日替わりのオリジナル体操
子供にも分かりやすく気付きを得られる講義・クイズ
カタカナを集めて抽選に応募するゲーム性
早寝早起きの生活習慣につながる早朝開催
イベントに参加しているライブ感
長すぎず短すぎない丁度良い時間
朝から明るく爽やかで有意義な1日のスタート
運営スタッフからの声掛けと双方向のコミュニケーション
知り合いと一緒に参加できる仲間意識
ゲストから感じる地域の一体感
親子参加で家族コミュニケーションの機会

オンラインの利便性

多様なコンテンツ

早朝リアルタイム

運営参加者の一体感

因として、イベント最終日であり周知

期間が長かったこと、オンラインラジ

オ体操参加者の一体感が醸成されてい

たこと、会場が普段は入れない大学グ

ランドで特別感があったこと、オンラ

インラジオ体操参加者数が港北区と藤

沢市で均等でなかったことも要因とし

て考えられる。子供・子育て世代への

持続可能な身体活動プログラムの開発

という点では、制作したお手本動画が

イベント終了後も活用され、 万回再

生を超えている（ 年 月時点） 。

アナリティクスによると、幅広い地域

の幅広い年代に視聴され、リピーター

も獲得している。本動画は専門家によ

る実演・解説入りであり、今後もエリ

アを問わず様々な場面で活用される可

能性が高い。

））研研究究

回答を得た 社（ 群 社、 群

社）を分析対象とした。回答率 で

あった（表 ）。従業員 人以下：

社、 人～ 人： 社、 人以上：

社であった。スポーツ施設の設備に

ついては、プール保有が 社（ ）、

トレーニングジム 社（ ）、スタ

ジオ 社（ ）であった。利用者

の年齢層は未成年中心 社（ ）、

未成年及び 代以上が 社（ ）、

代以上中心が 社（ ）、全年代が

社（ ）であった。

理解度のうち理解している・ある

程度理解していると回答したのは

社｛ 群 社（ ）、群 社（ ）｝、

どちらともいえない・わからないは

社｛ 社（ ）、 社（ ）｝、

あまり理解していない・理解していな

い 社｛ 社（ ）、 社（ ）｝

であった（ ）。 の必要性は必

要だと思う・ある程度必要だと思うと

回答したのは 社｛ 社（ ）、

社（ ）｝であった（ ）。経

営者の関与があったのは 社｛ 社

、 社（ ）｝（ ）。

求める 人材ビジョンが明確であっ

たのは 社｛ 社 、 社 ｝

（ ）。教育制度があると回答し

たのは、 社｛ 社（ ）、 社

（ ）｝（ ）。人材評価制度

があるまたは検討中と回答したのは

社｛ 社（ ）、 社（ ）｝（

）であった。 に期待する効果と

して業務効率化（ ）、コスト削減

（ ）、データ経営（ ）、既存サ

ービスの価値向上（ ％）であった。

推進の課題として両群で 人材不

足（ ）、予算不足（ ）が挙げ

られた（表 ）。

群では 人材不足（ ）、 群

では着手が難しい（ ）、経営者の

意識（ ）と群によって特徴があっ

た。取組内容としてはホームページ図 アナリティクス
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（ ）、顧客データ一元管理（ ）、

文書電子化（ ）クラウドサービス

利用（ ）、セキュリティ対策

（ ）、電子決済導入（ ）、オン

ライン会議（ ）、データ活用

（ ）、電子商取引（ ）、テレワ

ーク（ ）であった。

研究 の考察として、 の推進には

表5　DXに期待する成果と課題
取組んでいる 取組んでいない

ｐvalue

期待する成果 業務の効率化
コストの削減
データに基づく意思決定
既存製品・サービスの価値向上
ビジネスモデルの変革
多様な働き方の実現
新規顧客の開拓
顧客接点の強化（顧客ロイヤリティの向上）
企業文化や組織マインドの変革
新製品・サービスの創出

課題 ITに関わる人材が足りない
DX推進に関わる人材が足りない
予算の確保が難しい
具体的な効果や成果が見えない
何から始めてよいかわからない
DXに取り組もうとする企業文化・風土がない
経営者の意識・理解が足りない
情報セキュリティの確保が難しい
ビジョンや経営戦略、ロードマップがない

χ二乗検定 *複数回答

表4　分析対象者の概要とDXへの対応状況

ｐvalue

ｎ ｎ ｎ

施設情報 従業員数 20人以下 （ ） （ ） （ ）

21~100人 （ ） （ ） （ ）

101人以上 （ ） （ ） （ ）

運動施設の有無 プールあり （ ） （ ） （ ）

トレーニングジムあり （ ） （ ） （ ）

スタジオあり （ ） （ ） （ ）

利用者年齢層 未成年中心 （ ） （ ） （ ）

未成年及び40代以上 （ ） （ ） （ ）

40代以上中心 （ ） （ ） （ ）

全年代 （ ） （ ） （ ）

DXの対応状況 DX理解度 理解している・ある程度理解している （ ） （ ） （ ）

どちらともいえない・わからない （ ） （ ） （ ）

あまり理解していない・理解していない （ ） （ ） （ ）

DX必要性 必要だと思う・ある程度必要だと思う （ ） （ ） （ ）

どちらともいえない・わからない （ ） （ ） （ ）

あまり必要だと思わない・必要だと思わない （ ） （ ） （ ）

DX進捗状況 わからない （ ） （ ） （ ）

アナログ （ ） （ ） （ ）

デジタイゼーション （ ） （ ） （ ）

デジタライゼーション （ ） （ ） （ ）

デジタルトランスフォーメーション （ ） （ ） （ ）

AI利用 使用中・検討中 （ ） （ ） （ ）

いいえ・わからない （ ） （ ） （ ）

DX人材育成 経営者の意識 関与あり （ ） （ ） （ ）

関与なし・わからない （ ） （ ） （ ）

人材確保 明確なビジョンあり （ ） （ ） （ ）

ビジョンなし・取り組んでいない （ ） （ ） （ ）

教育評価制度 あり （ ） （ ） （ ）

なし （ ） （ ） （ ）

χ二乗検定

DX取組中（D群） DX未実施（N群）
の理解度や必要性、経営者の関与が関

連してる可能性がある 。また、 に

取組んでいても、求める人材のビジョ

ンが明確になっている法人や人材教育

の制度、評価制度が整っている法人は

半数以下であり、全業種を対象とした

調査よりも低い傾向にある 。そして、

推進の課題として取組前は の理

解と着手、取組後は取組実行とマネジ

メントへと課題の性質が異なることが

示唆された。取組内容は業務効率化や

コスト削減につながる、デジタイゼー

ションやデジタライゼーションに関す

ることが中心であり、狭義の が目指

す多様なデータの活用や新サービスの

創出といった領域には至っていないと

考えられる 。

）総合考察

研究 と研究 を統合し、従事者の

人材化に向けた課題と今後の 教

育の方向性を検討する。

研究 では、オンライン運動プログ

ラムの企画、実施、評価では多様な

が必要であることが示唆された。具体

的には、基本的な ・スマートフォン

の使用、デジタルコンテンツの制作・

管理、オンラインプラットフォームの

管理・運用、オンラインでのコミュニ

ケーション、データ分析・管理・活用、

コンプライアンス・セキュリティに関

する知識が挙げられた。

研究 の対象においては、 取組中

の法人であっても、求める 人材のビ

ジョンが明確で、人材教育や評価制度

が整っている法人は限定的であった。

全業種を対象とした調査 において

も、 の推進には の理解度や必要

性、経営者の関与が関連しているが、

研究 においても同様の傾向にあり、

求める人材像や必要なスキル、教育評

価体制の整備まで対応できていない状

況が推定できる。今後、スポーツ健康

部門の 対応を推進するには、事業者

が 化に期待する効果の実現に寄与

する を 人材のビジョンとして明

らかにし、教育制度を整備していくこ

とが必要と考える。研究 で に期待

する効果として上位に挙げられた事項

に対応する をジョイントディスプ

レイに整理した（表 ）。

本研究の限界として、研究 ではオ

ンライン運動プログラムの運営過程を

で整理したが、専門性のあるメンバ

ーが運営に多数参画しており、メンバ

ーの元々の が結果に影響している

表6　DXに期待する効果に対応するデジタルスキル
＜＜業業務務のの効効率率化化・・ココスストトのの削削減減＞＞ ＜＜既既存存製製品品・・ササーービビススのの価価値値向向上上＞＞ ＜＜デデーータタにに基基づづくく意意思思決決定定＞＞

PCでの表計算・予算管理
Webサイトの管理・運営
参加者管理システムの管理・運営
オンライン会議主催者としてのツール管理
ハイブリッド会議の運営・物品手配
リモートでのWebサイト更新
クラウドストレージ等でのファイル共有
広報物データの印刷手配
オンライン広告の管理・運用

Webサイト・広報物の作成・発注
SNSの管理・運用
画像の加工・編集
運動動画の企画・撮影・編集
YouTubeチャンネルの管理・運営
オンライン会議ツールの使用
オンラインアンケートの管理・運用
参加者の環境に応じたサポート
運営トラブルの即時対処
情報セキュリティに関する知識
個人情報保護に関する知識
コンプライアンス・著作権に関する知識

データに基づく仮説・目的設定
基礎的なデータ管理と統計処理
データの解釈・説明
データに基づく議論と評価
Webサイトの管理・運営
参加者管理システムの管理・運営
オンラインアンケートの管理・運用
YouTubeアナリティクスの分析
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（ ）、顧客データ一元管理（ ）、

文書電子化（ ）クラウドサービス

利用（ ）、セキュリティ対策

（ ）、電子決済導入（ ）、オン

ライン会議（ ）、データ活用

（ ）、電子商取引（ ）、テレワ

ーク（ ）であった。

研究 の考察として、 の推進には

表5　DXに期待する成果と課題
取組んでいる 取組んでいない

ｐvalue

期待する成果 業務の効率化
コストの削減
データに基づく意思決定
既存製品・サービスの価値向上
ビジネスモデルの変革
多様な働き方の実現
新規顧客の開拓
顧客接点の強化（顧客ロイヤリティの向上）
企業文化や組織マインドの変革
新製品・サービスの創出

課題 ITに関わる人材が足りない
DX推進に関わる人材が足りない
予算の確保が難しい
具体的な効果や成果が見えない
何から始めてよいかわからない
DXに取り組もうとする企業文化・風土がない
経営者の意識・理解が足りない
情報セキュリティの確保が難しい
ビジョンや経営戦略、ロードマップがない

χ二乗検定 *複数回答

表4　分析対象者の概要とDXへの対応状況

ｐvalue

ｎ ｎ ｎ

施設情報 従業員数 20人以下 （ ） （ ） （ ）

21~100人 （ ） （ ） （ ）

101人以上 （ ） （ ） （ ）

運動施設の有無 プールあり （ ） （ ） （ ）

トレーニングジムあり （ ） （ ） （ ）

スタジオあり （ ） （ ） （ ）

利用者年齢層 未成年中心 （ ） （ ） （ ）

未成年及び40代以上 （ ） （ ） （ ）

40代以上中心 （ ） （ ） （ ）

全年代 （ ） （ ） （ ）

DXの対応状況 DX理解度 理解している・ある程度理解している （ ） （ ） （ ）

どちらともいえない・わからない （ ） （ ） （ ）

あまり理解していない・理解していない （ ） （ ） （ ）

DX必要性 必要だと思う・ある程度必要だと思う （ ） （ ） （ ）

どちらともいえない・わからない （ ） （ ） （ ）

あまり必要だと思わない・必要だと思わない （ ） （ ） （ ）

DX進捗状況 わからない （ ） （ ） （ ）

アナログ （ ） （ ） （ ）

デジタイゼーション （ ） （ ） （ ）

デジタライゼーション （ ） （ ） （ ）

デジタルトランスフォーメーション （ ） （ ） （ ）

AI利用 使用中・検討中 （ ） （ ） （ ）

いいえ・わからない （ ） （ ） （ ）

DX人材育成 経営者の意識 関与あり （ ） （ ） （ ）

関与なし・わからない （ ） （ ） （ ）

人材確保 明確なビジョンあり （ ） （ ） （ ）

ビジョンなし・取り組んでいない （ ） （ ） （ ）

教育評価制度 あり （ ） （ ） （ ）

なし （ ） （ ） （ ）

χ二乗検定

DX取組中（D群） DX未実施（N群）
の理解度や必要性、経営者の関与が関

連してる可能性がある 。また、 に

取組んでいても、求める人材のビジョ

ンが明確になっている法人や人材教育

の制度、評価制度が整っている法人は

半数以下であり、全業種を対象とした

調査よりも低い傾向にある 。そして、

推進の課題として取組前は の理

解と着手、取組後は取組実行とマネジ

メントへと課題の性質が異なることが

示唆された。取組内容は業務効率化や

コスト削減につながる、デジタイゼー

ションやデジタライゼーションに関す

ることが中心であり、狭義の が目指

す多様なデータの活用や新サービスの

創出といった領域には至っていないと

考えられる 。

）総合考察

研究 と研究 を統合し、従事者の

人材化に向けた課題と今後の 教

育の方向性を検討する。

研究 では、オンライン運動プログ

ラムの企画、実施、評価では多様な

が必要であることが示唆された。具体

的には、基本的な ・スマートフォン

の使用、デジタルコンテンツの制作・

管理、オンラインプラットフォームの

管理・運用、オンラインでのコミュニ

ケーション、データ分析・管理・活用、

コンプライアンス・セキュリティに関

する知識が挙げられた。

研究 の対象においては、 取組中

の法人であっても、求める 人材のビ

ジョンが明確で、人材教育や評価制度

が整っている法人は限定的であった。

全業種を対象とした調査 において

も、 の推進には の理解度や必要

性、経営者の関与が関連しているが、

研究 においても同様の傾向にあり、

求める人材像や必要なスキル、教育評

価体制の整備まで対応できていない状

況が推定できる。今後、スポーツ健康

部門の 対応を推進するには、事業者

が 化に期待する効果の実現に寄与

する を 人材のビジョンとして明

らかにし、教育制度を整備していくこ

とが必要と考える。研究 で に期待

する効果として上位に挙げられた事項

に対応する をジョイントディスプ

レイに整理した（表 ）。

本研究の限界として、研究 ではオ

ンライン運動プログラムの運営過程を

で整理したが、専門性のあるメンバ

ーが運営に多数参画しており、メンバ

ーの元々の が結果に影響している

表6　DXに期待する効果に対応するデジタルスキル
＜＜業業務務のの効効率率化化・・ココスストトのの削削減減＞＞ ＜＜既既存存製製品品・・ササーービビススのの価価値値向向上上＞＞ ＜＜デデーータタにに基基づづくく意意思思決決定定＞＞

PCでの表計算・予算管理
Webサイトの管理・運営
参加者管理システムの管理・運営
オンライン会議主催者としてのツール管理
ハイブリッド会議の運営・物品手配
リモートでのWebサイト更新
クラウドストレージ等でのファイル共有
広報物データの印刷手配
オンライン広告の管理・運用

Webサイト・広報物の作成・発注
SNSの管理・運用
画像の加工・編集
運動動画の企画・撮影・編集
YouTubeチャンネルの管理・運営
オンライン会議ツールの使用
オンラインアンケートの管理・運用
参加者の環境に応じたサポート
運営トラブルの即時対処
情報セキュリティに関する知識
個人情報保護に関する知識
コンプライアンス・著作権に関する知識

データに基づく仮説・目的設定
基礎的なデータ管理と統計処理
データの解釈・説明
データに基づく議論と評価
Webサイトの管理・運営
参加者管理システムの管理・運営
オンラインアンケートの管理・運用
YouTubeアナリティクスの分析
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可能性がある。また、非営利の地域活

動であったことから、営利目的のスポ

ーツ健康施設への適用には課題が残る。

研究 では対象が特定の業界団体に加

盟する事業者事業者であったこと、低

い回答率、回答者自身の 理解度によ

るバイアスが結果に影響を与えている

可能性があり、実際の業界全体の状況

を反映しているとは限らない。また、

横断調査であり因果関係は特定できな

い。そして、研究 、研究 を統合し、

全体としての結論を導き出す過程にお

いては、共同研究者や と慎重に確認

を行ったが、一般化するには異なる地

域や多様なスポーツ事業者への調査が

必要と考える。

一方、 で実際に必要とされる を

明確にし、スポーツ健康部門に特化し

た 対応の現状調査を行い、従事者が

獲得すべき の方向性を検討した本

研究の結果は、今後の従事者の能力開

発に資する知見となると考える。

４．まとめ

スポーツ健康部門のデジタル化を推

進するために、従事者の 人材化に向

けた課題と今後の教育の方向性を検討

することを目的に、研究 オンライン

運動プログラムの運営に関する と

研究 国内スポーツ健康施設の 現

状調査を行った。

研究 では、 を通じてオンライン

運動プログラムの企画・実施・評価に

必要な を特定した。基本的な ・ス

マートフォンの使用、デジタルコンテ

ンツの制作・管理、オンラインプラッ

トフォームの管理・運用、オンライン

でのコミュニケーション、データ分析・

管理・活用、コンプライアンス・セキュ

リティに関する知識等、幅広い が実

際のプログラム運営に不可欠であるこ

とを示した。

研究 では、国内のスポーツ健康部

門事業者を対象に の現状調査を行

った。多くの事業者が 取組中である

ものの、 人材のビジョンの明確化、

教育制度の整備が課題であることが明

らかとなった。また、 推進に期待す

る効果として業務の効率化、コスト削

減、データに基づく意思決定などが挙

げられた。

研究 、研究 の結果を統合し、スポ

ーツ健康部門の 対応を推進するた

めには、事業者が 化に期待する効果

の実現に寄与する を 人材のビジ

ョンとして明らかにし、教育制度を整

備していくことが必要であり、従事者

もこれらの を獲得・活用することが

重要であると考える。
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